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まえがき
　本資料は中国刑法典修正関係法規・司法解釈文書集成の各則部分を対
象としたものである。前回の各則編1の「まえがき」では「本資料は紙
幅の都合上二回に分け，今回は各則第一章反革命罪，第二章公共安全危
害罪，第三章社会主義経済秩序破壊罪，第四章公民の人身の権利・民主
的権利侵害罪までの修正を跡付け，第五章以下は次回に回すことにす
る。」と書いておいたが，結局，完結できず第五章のみをとりあげるにと
どまった。第六章以下は次回に回すことにする。今回，本資料の作成に
あたって参照した資料は下記のとおりであり，前回とほぼ同じである。
ただ，新しく周国均主編『刑法適用実務』（中国政法大学出版社，1993年）
を参照することができた。ただしこの本も前回紹介した『刑法析解匪纂』
と同様刑法典がその後の立法および司法解釈によってどのように変容を
受けているかについてのコメントはない。その意味で拙文にはまだ一定
の意義があると考える。
凡例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　五
①筆者補は［］で表記する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○
②修正の各規定は年代順に一，二，三…で表わし，補一条，補二条，補三条・・
と呼称する。その公布主体，法規・文書名，公布日時等は当該補条文の末尾に（
で掲示する。
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③《》は原資料で用いられている符号である。
④最高人民法院と最高人民検察院が連名で出している司法解釈文書については
「両高」とのみ表記する。
⑤注記は刑法典各条文の修正に関する筆者のメモである。
⑥刑法典の条文の翻訳はしばしば浅井敦・平野龍一編『中国の刑法と刑事訴訟法』
（東京大学出版会，1982年）を引用したが，一々その旨を注記しない。
⑦本稿作成の資料として参照した文献は以下のとおりである。
　『刑事審判手冊』（第一輯，人民法院出版社，1986年）
　『中華人民共和国法律全書』（吉林人民出版社，1989年）
　『刑事審判手冊』（第二輯，人民法院出版社，1989年）
　『新中国司法解釈大全』（中国検察出版社，1990年）
　『中華人民共和国法律規範性解釈集成』（吉林人民出版社，1990年）
　『中華人民共和国法律全書』（増補本，吉林人民出版社，1990年）
　『中華人民共和国検察業務全書』（吉林人民出版社，1991年）
　『中華人民共和国法律規範性解釈集成』（増補本，吉林人民出版社，1991年）
　『刑法析解匪纂』（中国政法大学出版社，1991年）
　『新中国司法解釈大全』（増補本，中国検察出版社，1993年）
　『刑法適用実務』（中国政法大学出版社，1993年〉
　『最高人民法院公報』
　『全国人民代表大会常務委員会公報』
強奪罪
150条「①暴力，脅迫またはその他の方法を用いて公私の財物を強奪した
者は，3年以上10年以下の有期懲役に処する。②前項の罪を犯し，情状
が重いかまたは人に重傷害を負わせ，または死亡させた者は10年以上の
有期懲役，無期懲役または死刑に処し，財産の没収を併科することがで
きる。」
153条「窃盗，詐欺，奪取（r槍奪』）の罪を犯した者が，賊物を隠匿し，逮
一捕に抵抗しまたは犯罪の証拠を浬滅しようとしてその場で暴力を加えま
四
九　たは暴力をもって威迫したときは，本法第15σ条の強奪罪によって処罰す
る。」
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一　刑法153条によれば，被告人が窃盗，詐欺，奪取罪を犯し，賊物を
隠匿し，逮捕に抵抗し，あるいは罪証を浬滅するためにその場で暴力
を使用し，または暴力をもって威迫したときは，刑法150条によって処
断すると規定されている。司法実践において，ある被告人は窃盗，詐
欺，奪取行為を実行するも，いまだ“数額が比較的多額”に達しなか
った。しかし，賊物を隠匿し，逮捕に抵抗し，あるいは罪証を灌滅す
るためにその場で暴力を使用し，または暴力をもって威迫を加え，情
状が重大な者は，刑法153条の規定により，刑法150条の強奪罪によっ
て処罰する。もし暴力を使用，または暴力をもって威迫を加えるも，
情状が重大でなく，危害が大でない者は，犯罪とは認めない。（88年3月
16日両高「刑法153条をどのように適用するかについての批復」）
二　反革命を目的とせず，以下の行為の一つを実行する者は，刑法の
関連条文によって犯罪を確定する。（中略）6，軍警の車両を殴打，破壊
した者は，刑法137条の「殴打・破壊・掠奪」の規定により処断し，公
私の財物を破壊した首要分子は，刑法150条の強奪罪をもって処断す
る。7，交番や商店等の公共建築物・施設を殴打，破壊し，または公
私の財物を破壊し，ひったくる行為を行なった者は，刑法137条の殴
打・破壊・掠奪の規定により処断し，公私の財物を破壊，またはひっ
たくった首要分子は，刑法150条の強奪罪によって処断する。8，軍警
の物資，器材を掠奪した者は，刑法150条により強奪罪と認定する。（89
年8月1日両高「反革命暴乱と政治動乱中の犯罪案件に具体的に法律を適用するに
さいしての若干の問題に関する意見」二）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八　注記
　強奪罪は不法占有を目的として，財物の所有者または保管者に対してそ
の場で暴力，脅迫またはその他の方法で財物を奪いとる，あるいはむりや
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り財物を交付させる行為である（王作富『中国刑法適用』中国人民公安大
学出版社，1987年，443頁）。本罪は強盗罪とも称される。また153条は窃盗，
詐欺，奪取から強奪に転化し，最終的に強奪罪で処断されるものであり，
一種特殊な強奪罪であり，準強奪罪とも称される（同上）。本罪については，
　（イ）先行する窃盗，詐欺，奪取による不法占有の額が「比較的多額」に
達していることを要件とすべきかどうか（窃盗罪等では「比較的多額」に
達することを犯罪成立要件とする），（ロ）財物を不法占有した場合にのみ，
本罪が成立するのか，といった点について議論がある。補一条はこの問題
中（イ）に対する司法解釈であり，「比較的多額」の要件を満たしていなく
ても，「暴力を使用，または暴力をもって威迫を加え」その「情状が重大」
であるか，または「危害が大」である場合は，153条が成立すると説く。
窃盗罪
151条「公私の財物を窃盗，詐欺，奪取し，その額が比較的多額の者は，
5年以下の懲役，拘役または管制に処す。」
152条「常習窃盗，常習詐欺あるいは公私の財物の窃盗，詐欺，奪取にし
てその額が巨額にのぼる者は，5年以上10年以下の懲役に処す。情状が
特に重大な者は，10年以上の有期懲役または無期懲役に処し，あわせて
財産を没収できる。」
　　一　武器装備または軍事設備を窃盗した者は，5年以下の懲役または
　　　拘役に処す。情状が重大な者は5年以上10年以下の懲役に処す。情状
　　　が特に重大な者は10年以上の有期懲役また無期懲役に処す。戦時にお
一　　いては重きに従い処断し，情状の重大な者は死刑に処すことができる。
四
七　　　（81年6月10日「軍人職責違反暫定処罰条例」十一条）
二　①［刑法152条の窃盗罪に対して］その処刑を以下のように補充，
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修正する。情状が特に重大な者は，10年以上の有期懲役，無期懲役ま
たは死刑に処し，あわせて財産を没収できる。②国家工作要員が職務
を利用して前項の犯罪行為を犯し，情状の特に重大な者は，前項の規
定により重きに従い処罰する。（82年3月8日全人代常務委員会r重大な経済
破壊事犯を厳しく処罰することについての決定」一条の（一））
三　①古遺蹟，古墓葬を勝手に掘り起こす者は，窃盗を以て処断する。
②文物工作要員がその所管の文物を監守自盗したときは，法により重
きに従い処罰する。（82年11月19日全人代常務委員会r文物保護法」三＋一条）
四　個人が公私の財物を窃盗し，その額が三万元以上の者は，法によ
り死刑に処す。個人の窃盗額が一万元以上三万元未満で，情状が特に
重大である者，および窃盗集団の首要分子で，情状が悪質で，結果が
重大，またはしばしば犯行を重ねている者は，法により無期懲役また
は死刑に処す。（83年12月20日中央紀律検査委員会中央政法委員会r重大経済犯
罪を厳しく処罰することに関する意見」四）
五　窃盗罪は不法占有を目的として密かに比較的多額の公私の財物を
窃取する行為である。この罪を認定するうえで以下の点に注意しなけ
ればならない。
　（一）公私財物を窃盗し，その額が比較的多額であることが，窃盗
　　　罪を構成する重要な条件である。窃盗活動の具体的情状も犯罪
　　　確定の根拠の一つをなす。こそ泥，ささいなすり行為，または
　　　本人が生活苦によりたまたま財を盗んだとき，または脅されて一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　璽
　　　窃盗活動に参加し，臓を分かつことなく，あるいは得た賊物がハ
　　　少ないときは，窃盗罪として処断しなくてもよい。
　（二）銀行金庫，博物館等に潜入し事件を起こした者は，巨額の現
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　　　金，金銀，文物を盗むことを目的としているのであれば，たと
　　　え未遂であっても犯罪を確定して且つ適切な処罰を与えなけれ
　　　ばならない。（84年11月2日両高「当面の窃盗案件処理中の具体的法適用
　　　の若干の問題に関する解答」一）
六　窃盗財物の“数額比較的多額”“巨額”をどのように認定するのか。
　（一）個人が公私財物を窃盗したときは，一般に二百元～三百元を
　　　“比較的多額”の起算額とする。少数の経済発展地区では，四
　　　百元を起算額とすることができる。②個人が糧食を窃盗したと
　　　きは，一般に一千斤～一千五百斤をもって“比較的多額”の起
　　　算額とする。
　（二）個人が公私財物を窃盗したとき，一般に二千元～三千元を“巨
　　　額”の起算額とする。少数の経済発展地区では，四千元を起算
　　　額とすることができる。②個人が糧食を窃盗したとき，一般に
　　　一万斤～一万五千斤を“巨額”の起算額とする。（同上，二）
　　七　窃盗案件の“情状が特に重大”をどのように認定し，どのように
　　無期懲役または死刑を適用するのか。
　　　　（一）刑法152条および全人代常務委員会の補充・修正決定［重大な
　　　　　経済破壊事犯を厳しく処罰することに関する決定］によれば，
　　　　　窃盗および常習窃盗で“情状が特に重大”な者に対して，10年
　　　　　以上の有期懲役，無期懲役または死刑に処し，あわせて財産を
　　　　　没収できると規定する。情状が特に重大とは，窃盗財物の額が
一　　　　巨額であり，同時にその他特別に重大な情状があることをさす。
四
五　　　　　後者の例としては，重大窃盗集団の首要分子，銀行金庫・国家
　　　　　の貴重文物・救済用の金銭または物の窃盗，必要性の高い生産
　　　　　資料の窃盗，［窃盗によって］生産建設に重大な妨害を加える，
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　またはその他の重大な損失を与える，生活・医療の緊急物資を
　窃盗し，重大な結果をひきおこす，外国人・華僑・香港慶門の
　同胞の財物を窃盗し，外交交渉または悪質な政治影響を引き起
　こす等の場合をさす。
（二）財物窃盗額が特に巨額で，情状が特に重大な者は，無期懲役
　または死刑に処すとは，関連規定により［以下のような場合を
　指す。すなわち1“個人が公私の財物三万元以上を窃盗すれば法
　により死刑に処すべきである。個人が公私の財物一万元以上三
　万元未満を窃盗し，情状が特に重大な者，および窃盗集団の首
　要分子で，情状が悪質で，結果が重大であったり，しばしば教
　育をほどこすも改めなかった者は，法により無期懲役または死
　刑に処すべきである。”“国家工作要員が職権を利用して郵便物
　資・輸送物資を窃盗し，車両（またはその指標）を不正転売し，そ
　の額が巨額で，情状が悪質で，結果が重大な者は，法により重
　きに従い処罰し，無期懲役または死刑に処すべきである。”“お
　よそ国家の重要な統制配給物資を横領，窃盗，不正売買した者
　は，刑法の関連条文によって，それぞれ横領罪，窃盗罪，投機
　不正取引罪によって処断する。’㌧・・当面の審判工作において，
　以上の規定は内部掌握に供し，試行する。（同上，六）
八　墓葬を盗掘し，比較的多額の財物を窃取し，情状が重大な者は，
窃盗罪をもって処断しなければならない。窃取した財物が少量か，ま
たは情状が明らかに軽微な者は，公安機関により情状を酌量して治安
［管理］処罰を科す。（同上，七の（四）〉　　　　　　　　　　　　　　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四
九　最高人民法院との共同の研究を経て，貴検察院（四川省人民検察院）
の“近親属”，“自己の家”の理解およびこれらの案件の処理に同意す
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る。刑事訴訟法58条の規定によれば，66近親属”とは，夫，妻，父，母，
子供，兄弟姉妹をさす。近親属の財物の窃盗には，すでに分家して生
活している近親属の財物の窃盗を含む。自己の家の財物の窃盗には，
共同生活しているその他の非近親属の財物も含まれる。これらの案件
に対しては一般には犯罪として処断しない。確かに刑事責任を追及す
る必要があるときも，処断にさいしては社会上の事件と区別しなけれ
ばならない。（85年3月21日最高人民検察院「《“自己の家の，または近親属のもの
を楡窃した者を，社会で事件を引き起こした者と区別しなければならない”につき，
どのように理解し，処理するかについての伺いと報告》に対する批復」）
十　「14才以上16才未満の者が常習窃盗罪，重大な窃盗罪を犯したと
きは，刑事責任を負わなければならない」（刑法14条）というときの，刑
事責任を負うべき「重大な窃盗罪」とは，刑法152条が規定する，公私
の財物を窃盗し，その額が巨額にのぼる犯罪を指す。（85年4月24日最高
人民検察院「どのように“重大な窃盗罪”を理解するかに関する批復」）
十一　工商銀行が発行する金融債を窃盗したときは，その額面によっ
て窃盗額を計算する。いまだ免換されていないものは，量刑のときの
考慮すべき情状をなす。（86年12月1日最高人民検察院r中国工商銀行が発行す
る金融債はその額面によって計算すべきかどうかに関する批復」）
　　十二　①博物館，文物機構その他の文物収蔵単位の文物蔵品は等しく
　　館蔵文物とする。②館蔵文物を窃盗した者は，窃盗罪をもって処断し，
一　　刑法151，152条および全人代常務委員会決定一条（一）の規定［補二
四
二　　条］を適用する。三級文物を窃盗した者は，5年以下の懲役，拘役ま
　　たは管制に処す。二級文物を窃盗した者は，5年以上10年以下の懲役
　　に処す。一級文物を窃盗した者は，“情状が特に重大”に属し，10年以
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上の有期懲役に処す。その中で多数物件を窃盗するか，または国宝を
窃盗した者は，無期懲役または死刑に処す。③一案中三級以上の［複
数の］各級文物を窃盗したときは，高い級の別の文物の量刑の幅によ
り処罰することができる。一案中，同級文物を窃盗し，その数量が比
較的多く，情状が重大な者は，高い級の文物の量刑の幅で処罰するこ
とができる。情状が特に重大な者は，刑法と全人代常務委員会《決定》
の規定する‘6情状が特に重大”の量刑の幅により処罰する。（87年11月27
日両高「文物窃盗，盗掘，不法経営，密輸案件処理の具体的法適用上の若干の問題
に関する解釈」一の（一）（二）（三））
十三　①文物保護法31条の規定［補三条］により，ひそかに古墓葬，
古文化遺蹟を掘り起こした者は，窃盗罪をもって処断する。この種の
案件の処理にあたっては，盗掘された古墓葬，古遺蹟が重点的文物保
護単位として確定されたものであるかどうかを基準としない。しかし，
すでに重点的文物保護単位として確定された古墓葬，古遺蹟（国家級，
省級，県級を含む）を盗掘した者は，重きに従い処罰する。②盗掘中に文
物を窃取または破壊した者は，いずれも窃盗罪をもって処断し，盗ま
れ，また破壊された文物の評価すべき級別などの情状にもとづいて処
罰しなければならない。③古墓葬，古遺蹟を盗掘し，窃盗罪をもって
処断すべき案件は，量刑の幅の枠内で，館所蔵の文物窃盗の量刑の基
準を参照して，処罰することができる。④古墓葬，古遺蹟を盗掘し，
いまだ文物を窃取していないが，情状が重大な者は，また窃盗罪をも
って処罰しなければならない。もし古墓葬，古遺蹟を盗掘したとき，
鑑定を経て移動することができない貴重文物に属する物を破壊したと　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四
きは，法により重きに従い処罰しなければならない。（同上，二の（二〉，一
二の（三），二の（四），二の（五））
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十四法により厳に従いこのような犯罪に厳しい打撃を与えるため
に，（84）法研14号《上記解答》七条（四）項の規定［補八条］を以下
のように修正する。
　“墓葬を盗掘し，財物を窃取し，その額が比較的多額であれば，窃
　盗罪をもって処断する。墓葬を盗掘し，その情状が重大な者は，た
　とえいまだ財物を取得せず，またその財物が少量であっても窃盗罪
　をもって処断する。情状が明らかに軽微で危害が大でない者は，公
安機関によって治安管理処罰を科す”。（88年11月17日両高r当面の墓葬盗
　掘案件処理の具体的な法適用問題に関する通知」）
十五　共同犯罪案件中，各共犯が共同の故意に基づき，共同の犯罪行
為を実施した場合は，共同窃盗犯罪行為によって引き起こされた危害
結果に対して責任を負わねばならない。［以下略］（91年4月12日最高人民
法院「共同窃盗犯罪案件処理においてどのように法律を適用すべきかの問題に関す
る意見」，本稿刑法22条共犯規定の項，早稲田法学69巻1号12頁一13頁参照）
　　　十六　刑法に対して以下のように補充規定を設ける。歴史的，芸術的，
　　科学的価値を有する古文化遺蹟，古墓葬を盗掘した者は，3年以上の
　　　有期懲役に処し，あわせて罰金を科すことができる。情状が比較的軽
　　　い者は，3年以下の懲役または拘役に処し，あわせて罰金を科すこと
　　　ができる。以下に掲げる事由に該当する者は，10年以上の懲役，無期
　　　懲役，死刑に処し，あわせて罰金または財産没収を科すことができる。
　　　　（一）全国重点文物保護単位または省級文物保護単位となった古文
一　　　　　化遺蹟・古墓葬を盗掘する。
四
｝　　　（二）古文化遺蹟・古墓葬盗掘集団の首要分子。
　　　　（三）古文化遺蹟・古墓葬を数次にわたって盗掘する。
　　　　（四〉古文化遺蹟・古墓葬を盗掘し，あわせて貴重文物を窃盗，ま
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たは破壊した者。（91年6月29日全人代常務委員会r古文化遺蹟墓葬盗掘
犯罪処罰補充規定」）
十七　　［文物保護法］三十一条に「国家工作要員が職権を乱用して，
国家が保護する文物を不法に占有する者は，業務上公共財物横領罪を
もって処断する」との文言を追加規定する。（91年6月29日全人代常務委員
会「文物保護法三十条三十一条修正に関する決定」二）
十八　［文物保護法］三十一条二項［補三条①］の“古遺蹟・古墓葬
を勝手に掘り起こす者は窃盗を以て処断する”を削除する。（同上）
十九　窃盗の公私の財物とは，有形の財物のほかに，電力，石炭ガス，
天然ガス，重要な技術成果等の無形の財物も含む。（92年12月11日両高r窃
盗案件処理の具体的法適用上の若干の問題に関する解釈」一の（四））
二十　　（一）個人で公私の財物を窃盗し，その額が“比較的多額”の
起算額は一般に三百元～五百元とする。ただし，経済的発展が比較的
急速な少数の地区では六百元を起算額とすることができる。（二）個人
で公私の財物を窃盗し，その額が“巨額”の起算額は，一般に三千元
～五千元とする。ただし，経済的発展が比較的急速な少数の地区では
六千元を起算額とすることができる。（三）個人で公私の財物を窃盗し，
その額が“特に巨額”の起算額は，一般に二万元～三万元とする。た
だし経済的発展が比較的急速な少数の地区では四万元を起算額とする
ことができる。各省，自治区，直轄市の高級人民法院，同人民検察院　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四は，当該地区の経済発展の状況にもとづき，あわせて社会治安の状況　○
をも考慮に入れて，上記（一）～（三）の額を参照して，当該地区の額
の基準を確定し，そのときは最高人民法院，最高人民検察院に報告す
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る。（四）鉄道輸送中発生した窃盗案件については，窃盗額が“比較的
多額”の起算額は四百元とする。その額が“巨額”の起算額は四千元
とする。その額が“特に巨額”の起算額は三万元とする。（同上，二）
　　二十一　窃盗額は窃盗罪を構成する重要な基準をなすが，犯罪確定と
　　量刑の唯一の基準ではない。財物の窃盗額による以外に，犯罪のその
　　他の具体的な情状とか犯罪分子の罪を認める態度や賊物の返還などに
　　もとづいて，全面的に分析して正確に犯罪を確定し刑を量定しなけれ
　　ばならない。個人で公私の財物を窃盗し，その額が“比較的多額”の
　　起算額に達していなくても，以下に掲げる情状の一つが存在するとき
　　は，刑事責任を追及することができる。1，しばしばすりを繰り返す
　　者。2，破壊的手段で窃盗を行い，公私の財物に重大な損失を与えた
　　者。3，家屋に侵入してしばしば窃盗する者。4，未成年者に窃盗を
　　教唆する者。5，労働改造犯，労働教養処分者で労働改造，労働教養
　　の期間中に窃盗した者。6，執行猶予，仮釈放の期間中，または管制，
　　監外執行の期問中に窃盗した者。7，以前に窃盗によって治安管理処
　　罰条例による行政処罰を三度以上，あるいは労働教養処分を二度以上
　　受けた者が，二年以内にまた窃盗を行なった場合。8，以前に窃盗に
　　より起訴を免予され［中国法でいう起訴免予は，裁判官ではなく検察
　　官が有罪を認定したうえで起訴しないというものであり，日本の起訴
　　猶予とは異なる　　小口］，または刑を免除された後二年以内に，ある
　　いは窃盗により刑罰を受けた後三年以内にまた窃盗を行なった者。9，
　　盲人・聾唖者等の身体不自由者あるいは労働能力喪失者の財物を窃盗
二　　した者。10，窃盗により重大な結果を引き起こし，あるいはその他の
九　　悪質な情状のある者。（同上，四の（一））
二十二　共同窃盗犯罪中，各共犯が共同の故意にもとづき，共同の犯
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罪行為を実施した場合は，共同窃盗犯罪行為によって生み出された危
害結果に対して責任を負わなければならない。
　一，窃盗犯罪の首要分子に対しては，集団窃盗の総額によって法に
　ょり処罰する。
　二，その他の共同窃盗犯罪中の主犯に対しては，共同窃盗に参与し
　た総額によって法により処罰する。
　三，共同窃盗犯罪中の従犯は，共同窃盗に参与した総額にもとづい
　て刑法を適用する。その額が比較的多額であれば刑法151条を適用す
　る。巨額であれば，刑法152条を適用する。具体的に量刑をなすとき
　は，犯罪分子の共同窃盗犯罪中の地位，役割および不法所得額等の
　情状にもとづき，刑法24条2項の規定により，主犯に比照して軽き
　に従い，または軽減，もしくは刑を免除する。（同上，四の（二））
　注記
　151条は窃盗，詐欺，奪取という，構成要件を異にする三つの犯罪類型を
同一の条文内に規定している。この三者を同一条文に規定する基準をなし
ているのは法定刑の同一性である。異なる犯罪類型であっても刑が同等で
あれば同一条文に一括規定する方式は日本法には見られないものである。
また，この三者の犯罪においては窃盗，詐欺，奪取の額が「比較的多額」
であることを当該犯罪成立の要件としている。これは，中国の犯罪論の基
軸が社会的危害性の程度にあることに起因する。
　補一条は窃盗罪の特別法である。問題は当条中の「戦時においては重き
に従い処断し，情状の重大な者は死刑に処することができる」という文言
についてである。平時にあって「情状が重大」の者は5年以上10年以下の
懲役であるから，戦時における「情状が重大」の者の刑の量定はこの5年　＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　天～10年の刑の範囲内で重きに従い処断すべきもののはずである。「情状の重
大な者は死刑」というのは，刑の加重であって，重きに従う処断ではない。
　補二条は152条の「情状が特に重大」の場合の量刑を最高死刑にまで引き
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　　　上げた規定である。また，同条は国家工作要員に対しては「重きに従い」
　　　処断することを定めた。いわゆる身分犯としての規定である。
　　　　補三条は，文物の対象となる古遺蹟・古墓葬は国家所有物であるから，
　　　その盗掘は窃盗罪を構成するという趣旨である。しかし，文物の盗掘行為
　　　にっいてはかねてから刑法174条の貴重文物・名所旧跡破壊罪を適用すべき
　　　であるとの意見も存した（たとえば武永平「盗掘文物案不応以窃盗罪論処」『現
　　　代法学』89年1期，60－61頁）。それは盗掘行為が本来的に財産的価値を有す
　　　る貴重文物の窃盗の面と，貴重文物の破壊という面の両面を有することに
　　　よる。補十二条では，補三条と同様，単なる破壊の場合も窃盗罪を適用す
　　　るとしていたが，古文化遺蹟・古墓葬盗掘罪という新しい罪名の「補充規
　　　定」（補＋四条）が制定されたことによって，窃盗罪と貴重文物罪のいずれ
　　　を適用すべきかと議論する意味がなくなった。補十五条はそのことを確認
　　　するための決定である。
　　　　さらに，補三条にいう監守自盗については，これを窃盗罪としてとらえ
　　　るか，それとも業務上公共財物横領罪（「貧汚罪」）としてとらえるか，従来
　　　から論争の存したところである。82年のこの文物保護法においては窃盗罪
　　　を適用することを定めた。しかし，補十七条にあるように，91年の決定に
　　　よって横領罪の適用に変わった。この間の事情については以下の一文が参
　　　考になる。「いわゆる監守自盗とは，国家工作要員が職務上の立場を利用し
　　　て，自己が運営する公共財物を窃取する行為である。この種の行為は，過
　　　去の司法実践においては，一般に横領罪として処断されてきた。そして刑
　　　法公布後の理論解釈でもそう理解されていた。その後，［82年の］重大な経
　　　済破壊事犯を厳しく処罰することに関する全人代常務委員会の決定によっ
　　　て，国家工作要員が職務を利用して刑法152条の窃盗罪，具体的には巨額に
　　　のぼる窃盗罪を犯したときは重きに従い処罰するとの規定が設けられ，ま
＝　　　た司法実践において，横領罪を構成する起算額が窃盗罪のそれより高いた
モ　　　め，監守自盗に対して横領罪で処断するのは，当該犯罪に打撃を加えるに
　　　は十分ではないとされるようになった。こうした背景のもとに監守自盗行
　　　為は窃盗罪で処断すべきであるとの議論が生まれ，実践でも同様の処理が
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なされるようになったのである。しかし，こうした行為は実際には横領罪
の特徴に符合する。現在では，最高人民法院と同検察院は関連する法律解
答の中で，明確に監守自盗は横領罪で処断すると規定している」（段立文「試
論当前経済犯罪案件中罪与非罪的界限」『西北政法学院学報』87年1期，74頁）。
ここでいう「現在…　（の）法律解答」が何を指すのか明らかではないが，
85年7月18日の両高の，横領罪は「職務上の立場を利用して公共財物を窃
盗することによって構成される」との司法解釈（「当面の経済犯罪案件処理中
の具体的法適用の若干の問題に関する解答（試行）」一の（一））を指すのであろ
うか。記して後考に備える。
　補四条は党による立法の一例である。党による立法であるから，一般人
民の眼には触れない内部文書ということになる。そのことは補七条の「関
連規定［裏の法としての補四条のこと］によれば“個人が公私の財物三万
元以上を窃盗すれば法により死刑に処すべきである。…　”当面の審判工
作において，以上の規定は内部掌握に供す。」との文言によって明らかであ
る。
　補十五条は共同窃盗犯罪案件に関する司法解釈である。この解釈は再度，
92年12月11日の司法解釈文書（補二十二条）において繰り返されている。た
だし後者の司法解釈は最高人民法院と同人民検察院との共同の解釈である
のに対し，91年の司法解釈は最高人民法院単独の解釈である。また，92年
の司法解釈においては91年の解釈中「共同窃盗の額が巨額にのぼるも，従
犯の具体的な犯罪情状にもとづき，処罰を軽減する必要のある者は，刑法
59条1項の規定により，法定刑以下で刑を科す。共同窃盗の総額が比較的
多額にのぼるも，従犯の犯罪の情状が軽微で，刑罰を科す必要がないとき
は，刑法32条の規定によりそれぞれ処理する。」の部分は92年の司法解釈で
は削除されている。削除されたということは，もはやこの規定は適用され
ないという趣旨なのか，積極的に無効とする旨の文言がない限り依然有効　＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ￥なのか，不明である。
　補二十一条は刑法151条の犯罪構成要件から大きく外れる司法解釈であ
る。すなわち151条では窃盗額が「比較的多額」であることを窃盗罪成立の
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要件としているのに対し，この司法解釈では財物の窃取が「比較的多額の
起算額に達していなくても…　刑事責任を追及することができる」との
判断を示している。刑法と司法解釈が矛盾する一例である（李希慧「刑法司
法解釈的適用問題」『法学雑誌』94年5期，16頁参照）。
詐欺罪
151条「公私の財物を窃盗，詐欺，奪取し，その額が比較的多額の者は，
5年以下の懲役，拘役または管制に処す。」
152条「常習窃盗，常習詐欺あるいは公私の財物の窃盗，詐欺，奪取にし
てその額が巨額にのぼる者は，5年以上10年以下の懲役に処す。情状が
特に重大な者は，10年以上の有期懲役または無期懲役に処し，あわせて
財産を没収できる。」
一　個人が公私の財物を詐欺により取得し，その額が二〇万元以上，
または個人所得が一〇万元以上の者は，法により厳に従い処罰す
る。…　個人が詐欺により取得し，その額が一〇万元以上二〇万元未
満，または個人所得が五万元以上一〇万元未満で，情状が重大で，あ
わせて密輸，投機不正取引，横領，収賄，窃盗等の犯罪をあわせて行
なった者は，数罪併罰により，最高死刑を科すことができる。（83年12月
20日中央紀律検査委員会中央政法委員会「重大経済犯罪を厳しく処罰することに関
する意見」五）
　　　二　個人が公私の財物を詐欺した場合の，“比較的多額”，“巨額”をど
＝　　のように認定するかについての問題。個人が公私の財物を詐欺して得
五　　た所得が五百元以上ならば，一般に額が比較的多額とみなし，一万元
　　　以上であれば一般に巨額とみなすことができる。各省，自治区，直轄
　　　市の司法機関は当該地域の経済発展と社会治安等の状況によって，上
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記の額を参考にして，当該地域で掌握すべき額の基準を規定し，事件
処理中その他の情状を結合させて考慮しなければならない。（85年7月
18日両高「当面の，経済犯罪案件処理中の，具体的法適用の若干の問題に関する解
答（試行）」四の（一））
　注記
　補二条は刑法151条，152条の「比較的多額」「巨額」の具体的基準である。
しかるに，補一条によれば，巨額に相当する額でも一〇万元以上の場合は
「厳に従い」処罰するという。しかし，この「厳に従い」とは，刑法典に
はない用法である。152条の最高刑は無期懲役であるが，「厳に従い」とは，
この範囲で重きに従うのか，それとも加重するのか，しかし，いずれの場
合でも「重きに従う」とか「加重」という刑法上の用語（もっとも後者も，
刑法総則には予定しない刑罰の運用方法であるが〉を使用すればよく，何故こ
うした見慣れない語を使用するのか，疑問である。また，同条には「情状
が重大」との用語があるが，これも刑法典は予定していない。
業務上公共財物横領罪
155条「①国家工作要員で職務上の立場を利用して公共の財物を横領した
者は，5年以下の懲役または拘役に処す。②額が巨額にのぼり，情状が
重大な者は，5年以上の有期懲役に処す。③情状が特に重大な者は，無
期懲役または死刑に処す。④前項の罪を犯した者は，あわせて財産を没
収するか，または返却・賠償を命ずる。」
一　刑法185条1項および2項の収賄罪を修正して以下のように規定二
する。国家工作要員が賄賂を要求し，収受すると，刑法155条の横領罪　四
に類推して処断する。情状が特に重大な者は，無期懲役または死刑に
処す。（82年3月8日全人代常務委員会r重大な経済破壊事犯を厳しく処罰するこ
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とに関する決定」一条（二））
二　①国家工作要員，集団経済組織工作要員およびその他の，公共財
物の買い付け・販売員（r経手」），出納・保管員（r管理員」）が，職務上の
立場を利用して，公共財物を横領（r侵呑」），窃盗，騙取またはその他の
不法な手段をもって占有するときは，横領罪とす。②国家機関，団体，
企業・事業単位の委託を受けて公務に従事する要員が前項の罪を犯し
たときは，横領罪をもって処断する。③国家工作要員，集団経済組織
工作要員その他公共財物を買い付け・販売，出納・保管する要員と結
託して共同して横領した者は，共犯をもって処断する。（82年8月13日全
人代常務委員会法制工作委員会機関党組「横領罪・賄賂罪処罰に関する補充規定（草
案）」一条）
　　　三　横領罪を犯したときは，法により賊金・鍼物を追徴するほか，情
　　　状の軽重によってそれぞれ以下の規定によって処罰する。
　　　　1，個人が五万元以上を横領したときは，10年以上の有期懲役また
　　　　　　は無期懲役に処し，あわせて財産を没収することができる。情
　　　　　状が特に重大な場合は，死刑に処し，あわせて財産を没収する。
　　　　2，個人が一万元以上五万元未満を横領したときは，5年以上の有
　　　　　期懲役に処し，あわせて財産を没収することができる。
　　　　3，個人が二千元以上一万元未満を横領したときは，1年以上7年
　　　　　　以下の懲役に処す。
　　　　4，個人が二千元未満を横領したときは，2年以下の懲役，拘役ま
一　　　　　たは管制に処す。情状が軽微のときは，主管部門により情状を
二　　　　斜酌して行政処分に処す。
　　　二人以上が共同して横領したときは，個人の所得額および犯罪中の役
　　　割によってそれぞれ処罰する。横領集団の首要分子に対しては，集団
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横領の総額により処罰する。（同上，二条）
四　国家工作要員，集団経済組織要員および公共財物を買い付け・販
売，出納・保管するその他の要員が，公金を個人の使用に流用し，六
ヵ月を過ぎても返還しないとき，または公金を流用して不法活動を行
なったときは，横領罪でもって処断する。その不法活動がその他の犯
罪を構成するときは，数罪併罰の規定によって処罰する。（同上，三条）
五　国家工作要員が対外交際において礼物を受け取り，国家の規定に
より国家に納めるべきであるにもかかわらず，それを納めなかったと
きは，横領罪でもって処断する。（同上，四条）
六　収賄罪犯に対しては横領罪に類推して処罰する。情状が特に悪質
で，結果が特に重大な者は，加重処罰する。（同上，七条）
七　①横領罪は国家工作要員が職務上の立場を利用して公共の財物を
横領（r侵呑」），窃盗，騙取，またはその他の手段をもって不法に占有す
る行為である。横領罪の主体は国家工作要員であるが，また集団経済
組織工作要員またはその他の，国家機関，企業・事業単位，人民団体
の委託を受けて公務に従事する要員も主体となる。②職務上の立場を
利用して公共財物を窃盗［即ち監守自盗］して構成される横領罪は，
内部職工の窃盗罪と区別が困難である。両罪を区別する鍵は，職務上
の立場を利用するかどうかにある。③職務上の立場を利用するとは，
国家工作要員，集団経済組織工作要員またはその他の前述の委託を受二
けて公務に従事する要員がその職務上公共財物を主管，出納・保管，　一
買い付け・販売するという立場条件を利用することである。（85年7月18
日両高「当面の経済犯罪案件処理中の具体的法適用の若干の問題に関する解答（試
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行）」一の（一））
入　内外で結託して横領または窃盗活動を行う共同犯罪案件について
どのように犯罪を確定するかの間題について。内外が結託して横領ま
たは窃盗活動を行なう共同犯罪案件（一般共同犯罪と集団犯罪の双方を含
む）は，その共同犯罪の基本的特徴によって犯罪を確定する。共同犯罪
の基本的特徴は一般に主犯の犯罪の基本的特徴によって決定され
る。…　　もし共同犯罪中の主犯の犯罪の基本的特徴が窃盗であれば，
同案中の国家工作要員は職務上の立場を利用したか否かにかかわりな
く窃盗罪の共犯をもって論ず。（同上，一の（二））
　　九　財物横領の額がどの程度に達したとき犯罪を確定し，刑を宣告す
　　　るかの問題について。最近の司法実践によれば，個人の横領額が二千
　　元に満たなくても二年以下の懲役または拘役に処している。情状が比
　　較的軽い者は，行政処分に付す。このことは一定額以上という限定と，
　　それに応じ量刑の幅があると同時に，具体的状況によって弾力的に処
　　理（r掌握」）することもできるということであって，これは実際に合致
　　することである。個人の横領額が二千元以上であれば，刑事責任を追
　　及し，犯罪を確定して刑を宣告しなければならない。個人による横領
　　額が二干元以下であっても，すべて刑事責任を追及しないというわけ
　　ではない。もし，横領額は一千元前後で，しかし情状は重大な場合に，
　　一律に犯罪を確定せず，刑を宣告しないと考えるとすると，それは上
　　記の精神に合致しない。したがって，横領額が二千元以下でも，情状
一　　が重大な者は，刑を宣告することもできるし，刑を宣告しないことも
一　　できるということであって，すべて刑を宣告できないということでは
　　　ない。（同上，一の（三））
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十　公金を個人の用に流用し，あるいは公金を流用して不法活動を行
なう者は横領罪をもって処断することに関する問題。
　1，公金を個人の使用に流用して，六ヵ月を過ぎても返還しない者
　　　は，各案件の具体的状況に応じて具体的に分析する。例えば，
　　　公金を個人（本人，他人を含む）の使用に流用して営利活動を行い，
　　　あるいは金銭を浪費し，金額が横領罪の刑事責任追及の額に達
　　　し，六ヵ月を過ぎても返還しない者は，横領罪を以て処断する。
　　　もし家庭の生活の困難，親族の病気治療等の原因により，公金
　　　を個人の用に流用した者で，金額がすでに横領罪の刑事責任を
　　　追及する額に達するも，発覚前に返還するか，確実に返還する
　　　準備をしており，一時的にいまだ返還していない者は，横領罪
　　　をもって処断することはできない。公金を個人の使用に流用し
　　　て営利活動を行い，あるいは金銭を浪費し，流用期間がまだ六
　　　ヵ月を過ぎていない者も，その額が巨額の場合は，また横領罪
　　　をもって処断しなければならない。
　2，公金を流用して密輸，投機不正取引，賭博等の不法活動を行い，
　　　流用金額が横領罪の刑事責任追及の額に達する者は横領罪をも
　　　って処断する。その流用期間は六ヵ月の制限を受けない。六ヵ
　　　月に満たなくても横領罪をもって処断する。
　3，数次にわたって個人の使用に公金を流用し，後に流用した公金
　　　を先に流用した公金の返還にあてる者は，毎次の流用がみな六
　　　ヵ月を過ぎていなくても，その流用期問が最初に流用したとき
　　　から起算し，連続して流用行為を累計する。刑事責任の計算の
　　　流用額は最後に返還していない実際の流用額によって認定す二
　　　る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0
　4，銀行，信用組合（r信用社」）の人員が職務上の立場を利用して，
　　　個人の使用に貸し付け金を盗用し，あるいは貯蓄者の預金を盗
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　　　んだ者はみな勝手に金庫を使用することに属す。その金額が横
　　　領罪の刑事責任を追及する額に達した場合は，流用期間が六ヵ
　　　月以内でも横領罪をもって処断する。（同上，一の（四））
十一　生産資料，資金の全部，あるいはその基本部分が集団経済組織
の所有に属し，個人あるいは若干人が経営の責任を負っている経済組
織に関して，その主管人員あるいは財物管理人員が経営の立場を利用
して，集団の財物を横領，窃盗，騙取したときは横領罪をもって処断
すべきかどうかに関する問題。当面，生産資料，資金の全部あるいは
その基本部分が集団経済組織の所有に属し，個人あるいは若干人が経
営責任を負っている者は，集団経済組織の経営層次とみなすべきで，
その主管人員あるいは財物管理人員が経営の立場を利用して，横領，
窃盗，騙取等の手段をもって，集団経済組織に属する生産資料，資金，
あるいは集団経済組織に上納すべき利潤を不法に占有して私有すると
きは，横領罪をもって処断する。（同上，一の（五））
　　十二　以下の各号に掲げる状況の一に該当する者は，立案しなければ
　　ならない。
　　　　1，公共の財物を横領し，その額が人民元で一千元以上，または実
　　　　　物を金銭に換算して一千元以上の者。
　　　　2，糧食一千五百キログラム（三千斤），あるいは食料切符二千五百キ
　　　　　ログラム（五千斤）相当分以上を横領した者。
　　　　3，公共財物の横領が上記の額に至らないが，以下の事由の一に該
二　　　　当する者。
九　　　　　（1）災害援助，応急対策，優待慰問等の物資金銭を横領した
　　　　　　　　者。党費，団費，会費を横領した者。鍼物，罰金を横領
　　　　　　　　した者。
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（2）共同横領犯罪活動の主犯。
（3〉しばしば横領して，悔い改めない者。
（4〉横領行為を掩い隠すために証拠を廃棄し，または盗品を
　　押しつけて罪に陥れる者。
（5）その他の，公共財物を横領してその情状が悪質で，結果
　　が重大な者。（86年3月24日最高人民検察院r人民検察院が直接
　　受理する経済検察案件立案基準規定」一）
十三　経済検察部門が立案捜査するさいの，情状・結果が重大な以下
の案件は，重大案件となす。
　（一）①個人による横領…　額が一万元以上の者。共同横領…
　　　　　三万元以上の者。
　　　　②個人による糧食一万五千キログラム以上または食料切符二
　　　　　万五千キログラム以上の者。共同で糧食二万五千キログラ
　　　　　ム以上，または食料切符三万五千キログラム以上を横領し
　　　　　た者。
　経済検査部門が立案審査するさいの，情状が悪質・結果が特に重大
な以下の案件は特に重大な案件となす。
　（一）個人による横領額が三万元以上の者。
　（二）個人による糧食横領が一〇万キログログラム以上または食料
　　　　切符で一五万キログラム以上のもの。（年次不詳r《人民検察院が
　　　　直接受理捜査する刑事案件管理制度（試行）》中の経済案件の分類基準」，
　　　　　『刑法析解匿纂』中国政法大学出版社，91年，492頁より引用）
十四　上級単位またはその他の単位が，被徴収単位の補償費や配置補　八
助費（r安置補助費」）を不法に占有したときは，返還を命じ，あわせて過
料（r罰款」）を科すことができる。主管人員に対しては，その所在の単
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位または上級単位によって行政処分に付す。個人が不法に占有したと
きは，横領罪をもって処断する。（86年6月25日r土地管理法」49条）
　　十五　①国家工作要員，集団経済組織工作要員，および国家機関，企
　　業・事業単位および人民団体の委託を受けて公務に従事する人員で，
　　職務上の立場を利用して，公金を個人の使用に勝手に流用し（本人およ
　　び他人のための双方を含む），その額が比較的多額で，六ヵ月を過ぎても返
　　還しない者，あるいはその額が巨額の者，あるいは不法活動を行い，
　　その額が比較的多額の者，その性質が不法の公共の財物の占有に属す
　　る者は，横領罪を以て処断しなければならない。②公金を個人の使用
　　に流用し横領罪をもって処断する案件と認定するには，流用金額の多
　　寡，流用期間の長さ，返還したかどうか，返還額の多寡，いかなる用
　　途に用いたか，流用者は利益を得たかどうか，国家，集団にもたらし
　　た損失と危害の程度等の情状如何にもとづいて，具体的案件に対して
　　具体的に分析し，区別して対処しなければならない。
　　　　（一）公金を個人の使用に流用し，その額が比較的多額で，六ヵ月
　　　　　　過ぎても返還しない者は，横領罪を以て論ず。②公金を個人
　　　　　　の使用に流用し，六ヵ月を過ぎるも，事件発覚以前に返還し
　　　　　　た者は，一般に横領罪をもって論じない。
　　　　（二〉公金を個人の使用に流用し，その額が巨額な者は，流用期間
　　　　　　が六ヵ月を過ぎたかどうかに関係なく，横領罪をもって論ず。
　　　　　　②事件発覚以前に返還し，国家・集団に損失を与えていない
　　　　　　　ときは，一般に横領罪をもって論じない。
二　　　（三）公金を流用して投機不正取引，密輸，賭博等の不法活動を行
七　　　　　なう者は，流用期間の長さに関係なく，横領罪をもって論ず。
　　　　　　その不法活動が他の犯罪を構成するときは，法により数罪併
　　　　　　罰する。②事件発覚以前に返還した者は，軽きに従いまたは
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　　軽減処罰する。その中で流用期間が短く，危害が大でない者
　　は，刑を免除することができる。使用者が公金を流用して不
　　法活動を行うことを流用者が知らなかったときは，上記（一）
　　項によって処罰する。
（四〉国家工作要員が，職務上金融を掌握している立場を利用して，
　　他人（あるいは単位）名義の貸し付け金を盗用し，あるいは偽名
　　の貸し付けをでっちあげて，職権を利用して他人に貸し付け
　　を強要し，あるいは貸し付け処理の機会に乗じて，一部の貸
　　し付け金を個人使用に留めることも，公金を個人の使用に流
　　用することに属する。その中で上記の（一）（二〉（三）項に
　　該当し，刑事責任追及の基準に達している者は，横領罪をも
　　って処断し，あわせて三項中の状況の違いによって区別して
　　対処する。
（五）公物を個人の営利活動に流用して不法活動を行ない，上記
　　　（二）（三）項の基準に達する者は，横領罪をもって処断する。
（六）公金を流用して他人の使用に供し，横領をもって処断する案
　　件で，使用者と流用者が共謀するか，不法に流用物を取得す
　　ることを指図したり参与したり，画策する者は，共犯をもっ
　　て論ず。
（七）公金を流用して他人の使用に帰属させ，その中から受け取っ
　　た賄賂は追徴し，その中の収賄罪，贈賄罪を構成する者は，
　　収賄罪，贈賄罪をもって処断する。（87年3月14日両高r《公金を個
　　人の使用に流用し，あるいは不法活動に流用する者は，横領罪をもって
　　処断する問題》に関する修正補充意見」（6号文件）一）　　　　　　　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　六
十六　公金を個人の使用に流用して横領罪でもって処断するさいの額
の基準と量刑の問題について。
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　（一）公金を個人の使用に流用し横領罪をもって処断すべき案件
　　　　で，流用額を計算する基準は，一般に横領罪の額の基準より
　　　　高くなければならない。五千元～一万元を“額が比較的多額”
　　　　の起算額とする。流用額五万元を“額が巨額”の起算額とす
　　　　る。流用額一〇万元～二〇万元を“額が特に巨額”の起算額
　　　　とする。各省，自治区，直轄市の高級人民法院・検察院は当
　　　　該地域の実際の状況にもとづいて，上記の額を参照して，当
　　　　該地域の具体的処理の額を規定することができる。
　（二）量刑上，刑法155条を適用する。流用額が比較的多額の者は，
　　　　5年以下の懲役または拘役に処す。額が巨額で，情状が重大
　　　　の者，または額が特に巨額の者は，5年以上の有期懲役に処
　　　　す。額が特に巨額で，情状が特に重大の者は，無期懲役に処
　　　　す。個別的に国家と人民に特に重大な危害を与えた者は，死
　　　　刑に処すこともできる。一・事件発覚後，積極的に流用金額
　　　　を返還し，国家・集団に大きな損失を与えなかった者は，法
　　　　により，従軽，軽減，免除しなければならない。
　（三〉しばしば公金を個人の使用に流用して，後の流用金額をもっ
　　　　て前の流用金額の返還にあて，毎次の流用が六ヵ月を過ぎな
　　　　い者は，その流用期間は最初のときから起算し，連続して流
　　　　用行為を累計する。流用して横領をもって処断する額は最後
　　　　のいまだ返還していない実際の金額をもって認定する。（同
　　　　上，二）
コ　　十七　6号文件［補十五条］ともとの“両高解答”第一条（四）項［補
五　　十条の1］の，“公金を個人の使用に流用し，あるいは不法活動に流用
　　する者は，横領をもって処断することに関する問題”との関係の問題
　　　にっいて，当該文件［6号文件］は“両高解答”第一条（四）項に対
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する修正・補充である。したがって当該文件発布後は，原解答中の第
一条（四〉項の条項はただちに削除する。（87年8月10日最高人民検察院r《法
発6号文件執行関係問題に関する伺い》の批復」）
十八　①国家工作要員，集団経済組織要員あるいは公共財物を買い付
け・販売，出納・保管するその他の要員が，職務上の立場を利用して，
公共財物を横領（r侵呑」），窃盗，騙取し，あるいはその他の手段をもっ
て不法に占有する者は，横領罪となす。②国家工作要員，集団経済組
織要員，またはその他の，公共財物を買い付け・販売，出納・保管す
る要員と結託し，横領をなす者は，共犯を以て処断する。（88年1月21日
全人代常務委員会「横領罪・賄賂罪処罰に関する補充規定」一条）
十九　横領罪を犯した者に対しては，情状の軽重によってそれぞれ以
下の規定によって処断する。
　（1）個人が五万元以上を横領した者は，10年以上の有期懲役また
　　　　は無期懲役に処し，あわせて財産を没収できる。情状が特に
　　　　重大の者は死刑に処し，あわせて財産を没収する。
　（2）個人が一万元以上五万元未満を横領した者は，5年以上の有
　　　　期懲役に処し，あわせて財産を没収できる。情状が特に重大
　　　　の者は，無期懲役に処し，あわせて財産を没収する。
　（3）個人が二千元以上一万元未満を横領した者は，1年以上7年
　　　　以下の懲役に処す。情状が重大の者は，7年以上10年以下の
　　　　懲役に処す。個人の横領額が二千元以上五千元未満で，犯罪
　　　　後自首するか，立功あるいは悔唆の表現が認められるか，積二
　　　　極的に返還した者は，処罰を減軽，あるいは免除することが四
　　　　でき，その所在の単位または上級の主管行政機関によって行
　　　　政処分に処すことができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　79
早法71巻3号（1996）
　（4）個人の横領額が二千元未満で，情状が比較的重い者は，2年
　　　　以下の懲役または拘役に処す。情状が比較的軽い者は，その
　　　　所在の単位あるいは上級の主管機関によって事情を樹酌して
　　　　行政処分に処す。（同上，二条）
二十　　［①項新設罪名］①国家工作要員，集団経済組織要員あるいは
その他の，公共財物を買い付け・販売，出納・保管する要員が，職務
上の立場を利用して個人の使用に公金を流用し，不法活動を行なう者，
または公金流用の額が比較的多額で，営利活動を行なう者，または流
用金額が比較的多額で，三ヵ月を過ぎても返還しない者は公金流用罪
とし，5年以下の懲役または拘役に処す。情状が重大な者は，5年以
上の有期懲役に処す。②公金流用額が比較的多額で，返還しない者は，
横領罪をもって処断する。③災害救助，応急対策，洪水防止，優待慰
問，救済用の資金物資を流用した者は，重きに従い処罰する。（同上，三
条）
二十一　国家工作要員で外国との往来において礼物を受け取り，国家
の規定により国庫に引き渡すべきなのに，引き渡さず，その額が比較
的多額の者は，横領罪をもって処断する。（同上，＋条）
　　二十二　横領罪の主体中，“集団経済組織工作要員”“その他公共財物
　　　を買い付け・販売，出納・保管する要員”をどのように理解するかの
　　問題。
二　　　1，集団経済組織とは，すなわち社会主義労働大衆の集団所有制の
二　　　　経済組織であり，政府主管部門の管理のもと，一定の組織章程に
　　　　　もとづいて作られたもので，財産所有権は構成員全体に属し，公
　　　　共の蓄積は集団の公有であり，労働によって分配することを主要
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な分配形式とする経済組織である。集団経済組織工作要員とは集
団経済組織中の公務に従事する要員のことである。個人投資，家
族投資，組合人投資の私的経営の工商戸は集団経済組織に属さな
い。その要員は横領罪の主体とはならない。経済組織の所有制の
性質が不明確，あるいは上記の私的工商戸が集団営業許可証を有
　している場合は，工商管理部門によって再度調査して確定しなけ
ればならない。
2，“公共財物を買い付け・販売，出納・保管する要員”とは，以下
の者を含む。刑法155条が規定する“国家機関，企業・事業単位，
人民団体が公務を委託した要員”。基層の大衆性自治組織（例えば住
民委員会，村民委員会）中の，公共財物を買い付け・販売，出納・保
管する要員。全人民所有制企業，集団所有制企業の請負経営者。
全人民所有制と集団所有制企業を基礎とする株式制企業中の，財
物を買い付け・販売，出納・保管する要員。中国側が全人民所有
制または集団所有制企業の性質を有する中外合弁経営企業，中外
合作企業の中の財物を買い付け・販売，出納・保管する要員。直
接生産・運輸労働に従事する労働者・農民，機関の雑務従業員，
個体労働者，部隊戦士で公共財物を員い付け・販売する者は，も
　し彼らの従事する行為が単に労務にすぎないのであれば，横領罪
の主体にはならない。（89年11月6日両高r《横領罪・賄賂罪処罰に関する
補充規定》執行上の若干の問題に関する解答」一の（一））
二十三　公金流用罪には以下の三種の異なる状況がある。
　1，公金を個人の使用に流用し，その額が比較的多額で，三ヵ月を　二
　　過ぎても返還しない者は公金流用罪を構成する。“未だ返還しな　一
　　い”とは，事件発覚前（司法機関，主管部門または関係単位によって発見
　　される前）に返還しないことをさす。もし公金を流用してその額が
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　　比較的多額で，三ヵ月過ぎるも発覚前に全額を返還した者は，犯
　　罪と認定しないことができる。その場合は主管部門により行政規
　　律（r政紀」）により処断する。公金流用額が五万元以上で，三ヵ月
　　過ぎて，しかし発覚前に全部返還するも，なお法により訴追すべ
　　き者は，公金流用罪によって刑事責任を追及すべきであり，状況
　　の違いにより処罰を軽きに従うか，減軽することができる。
　2，公金を流用し，その額が比較的多額で，個人の営利活動に帰す
　　る者は，公金流用罪を構成し，三ヵ月の制限を受けない。流用者
　　が，使用者が公金を利用して不法活動を行なうのを知らないとき
　　は，上記1項，2項の規定により処罰する。
　3，公金を流用して個人が投機不正取引，密輸，賭博等の不法な活
　　動を行なう者は，公金流用罪を構成し，上記の“額が比較的多額”
　　とか，“三ヵ月を過ぎても返還しない”との制限を受けない。使用
　　者が公金を利用して不法活動を行なうのを流用者が知らなかった
　　ときは，上記1，2項の規定により処罰する。（同上，二の（一））
　　二十四　公金流用罪の額の基準については，案件処理において状況を
　　区別して掌握しなければならない。①公金を個人の使用に流用し，“そ
　　の額が比較的多額で，営利活動を行なう者”または“額が比較的多額
　　で，三ヵ月を過ぎてもいまだ返還しない者”の起算額は，流用額五千
　　元～一万元を“情状重大”の起算額とする。②各省，自治区，直轄市
　　高級人民法院・検察院は，上記の意見を参考として，当該地域の実際
　　の状況と結合させて，“額が比較的多額”の範囲内で当該地域が具体的
二　　に掌握する“額が比較的多額”の基準を規定することができる。③“公
一　　金を個人の使用に流用して不法活動を行なう者”は補充規定第二条［補
　　十九条］中の横領罪の額の規定に類推するとは，二千元をもってその
　　起算額とする。一万元をもって“情状重大”の額の起算額とする。④
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国家の災害援助，応急対策，洪水防止，優待慰問の金銭・物資を個人
の使用に流用した場合の額の基準は，公金を流用して個人の不法活動
を行なう場合の額の基準を参照する。⑤流用額がいまだ“情状重大”
の額の基準に達しないが，国家あるいは集団に対して政治上，経済上
の悪質な影響，または重大な損失を与えた者は，また“情状重大”に
より処罰することができる。（同上，二の（二））
二十五　“公金流用額が比較的多額で，返還しない者は横領罪をもっ
て処断する”問題について。（補充規定三条〔＝補二＋条②〕でいう）返還と
は，流用者またはその家族が，司法機関が立案後流用した金銭を返還
することである。返還しないとは，主観的に返還しない者，および客
観的に返還できない者の双方を含む。返還しないとは，流用されたこ
の部分の公金を復元できない損失の状態にすることである。こうした
行為は横領罪と認定する。補充規定三条［補二十条］を適用するとき
は，以下の基準によって対処しなければならない。
　1，公金流用が発覚した後，捜査終決前に返還した場合は，公金流
　　用罪によって処罰する。
　2，公金流用後，まだ返還する可能性があるにもかかわらず返還し
　　なかった者，および流用した公金を使い果たし，実際上返還する
　　可能性がない者は，横領罪でもって処罰する。
　3，一案中，公金流用の一部を返還し，別の部分は返還せず，もし
　　両者がともに犯罪の起算額に達しているときは，前者は公金流用
　　罪，後者は横領罪を認定し，数罪併罰原則によって処罰する。返
　　還しない額がいまだ横領罪追及の額に達しない者は，横領罪をも　ご
　　って認定せず，公金流用罪をもって重きに従い処罰する。返還し　○
　　た額が未だ公金流用罪の起算額に達しない者は，公金流用罪を認
　　定せず，横領罪認定のときの一個の情状として考慮する。（同上，二
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　　の（三））
二十六　“公金流用額が比較的多額で返還しない者は，横領罪をもっ
て処断する”の額の基準はどのように対処するかの問題について。こ
の種の案件については，補充規定二条［補十九条］の規定により，横
領罪と同一の額の基準を適用する。（同上，二の（四））
二十七　公物流用案件をどのように処理するかの問題について。情状
が重大で，刑事責任を追及すべき者は，公金流用罪に換算して処罰す
る。（同上，二の（五））
二十八　国家工作要員が職権を乱用して不法に国家が保護する文物を
占有したときは，横領罪をもって処断する。（91年6月29日全人代常務委員
会「文物保護法三十条三十一条修正に関する決定」二条の（二〉〉
二十九　取締役，監査役および支配人が権限を利用して…　　会社財
産を横領（r侵占」）したときは，不法所得の没収，会社財産の返還を命
じ，会社が処分を行なう。犯罪を構成するときは，法に従い刑事責任
を追及する。（93年12月29日全人代常務委員会r会社法」214条1項）
　　　三十　取締役および支配人が会社資金を無断で流用し，または他人に
　　貸し付けたときは，会社資金の返還を命じ，会社が処分を行い，その
　　得た収入は会社の所有に帰する。犯罪を構成するときは，法に従い刑
一　　事責任を追及する。（同上，214条2項）
九
三十一　会社の取締役，監査役または従業員（r職工」）が職務上の立場
を利用して会社の財物を横領（r侵占」）し，その額が比較的多額にのぼ
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るときは，五年以下の懲役に処し，あわせて財産を没収することがで
きる。（95年2月28日全人代常務委員会「会社法違反の犯罪を処罰することに関す
る決定」十条）
三十二　会社の取締役，監査役またほ従業員が職務上の立場を利用し
て，当該単位の資金を個人の使用，または他人への貸与のために流用
し，その額が比較的多額にのぽり，三ヵ月を過ぎても返還しないとき，
または三ヵ月未満でも，その額が比較的多額で，営利活動を行なうと
き，もしくは［三ヵ月未満でも］不法活動を行なうときは，三年以下
の懲役または拘役に処す。当該単位の，比較的多額にのぼる資金を流
用し，それを返還しないときは，本決定の第十条［補三十一条］の規
定する横領罪により処断する。（同上，＋一条）
三十三　国家工作要員が本決定第十条［補三十一条1，十一条［補三十
二条1の規定する罪を犯したときは，「横領罪・賄賂罪処罰に関する補
充規定」の規定により処罰する。（同上，＋二条）
注記
　（1）　経済改革（国営企業における経営自主権の拡大の具体化としての請
負，リース制の普及や，私営企業の発展）にっれ，「国家工作要員」による「公
共財物」の横領行為に限定している現行の業務上公共財物横領罪（「貧汚
罪」）の不備が顕著になってきており，身分犯の要件を外し，公私の財物の
別を問うことなく広く横領罪を適用できるようにするために，侵占罪の新
設を唱える議論が登場してきている（この点に関しては例えば趙乗志編『刑法　＿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八修改研究総述』中国人民公安大学出版社，1990年，335－340頁）。そして，こう
した立法論議は今回初めて登場してきたわけではなく，実は現行刑法典の
起草段階でも存在した。例えば王桂薄「国外侵占罪比較分析」（『現代法学』
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　　　1992年2期）によれば「わが国刑法の第22稿，23稿を起草したときは，公私
　　　財物侵占罪の条文が設けられていた。しかし，刑法草案の修訂のとき，わ
　　　が国の所有制形式が比較的単一であることを考慮して，国家工作要員，あ
　　　るいは国家機関，企業・事業単位，人民団体の委託を受けて公務に従事す
　　　る要員が職務上の立場を利用して公共財物を横領（「侵占」）したときは貧汚
　　　罪によって処断すべきであり，その他の公私の財物の横領は一般に限りが
　　　あり，治安管理処罰条例によって処分でき，犯罪として処断する必要はな
　　　いということで，この条を削除した」とある（75頁）。同様の指摘は金凱「論
　　　監守自盗犯罪的性質」『政法論壇』1986年1期，33頁にもある。
　　　　　（2）　補一条は収賄行為に対して横領罪を適用するという，類推立法
　　　を規定したものである。収賄行為に対しては収賄罪という適用条文がある
　　　にもかかわらず，敢えて他の条文への類推適用がはかられているのは，一
　　　にかかってより重い刑罰を科すためという量刑論的発想による（収賄罪の
　　　最高刑は有期懲役15年，横領罪の最高刑は死刑）。ただ，構成要件を異にすると
　　　いっても類推が試みられているのであるから両罪の間にはなにがしかの類
　　　似点および両罪の有機的連関があるはずである。前者の点でいえば，横領
　　　罪が単なる「侵占」罪ではなく，漬職の響きを強くもつ「貧汚」罪の名称
　　　に示されているように，ともに犯罪の主体が国家工作要員（もしくはそれに
　　　準ずる要員）という特定の身分に限定されている（身分犯）ところに共通点
　　　がある。また，後者の点についていえば，中国における主要な財産関係が
　　　個人あるいは私人ではなく，「単位」を単位としてきたという点にある。例
　　　えば収賄者甲と贈賄者乙の関係につき，甲は職務上の立場を利用して乙の
　　　ために利益を謀り，そのことにより乙より賄賂を受け取った場合，自動的
　　　に収賄罪が成立するわけではない。甲が乙のために利益を謀る行為が甲の
　　　属する単位の財産の減少・損失を伴うものであれば，甲は彼の属する単位
＿　　の財産に対する横領行為をはたらいていることになる。この場合は甲は，
七　　　収賄罪に該当すると同時に横領罪にも該当するということになる。同様の
　　　ことは乙についてもいえ，乙の贈賄行為が同時に乙の属する単位の財物の
　　　横領にも該当するといった事態が数多く存在するであろう。興味深いのは，
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上記の場合の甲に対する科刑の方法である。この場合は併合罪で処断する
でもなく，さりとて観念的競合によるでもなく，横領額と収賄額の合計額
をもとにして横領罪で刑を量定するという操作がとられている（以上の議
論については熊選国「談如何区分貧汚罪与受賄罪」『法学雑誌』1993年1期，21－
23頁，35頁参照）。
　（3）　補二条～六条は補十八条～補二十一条の草案である。いまだ草
案段階にとどまり，しかも全人代常務委員会法制工作委員会機関党組とい
う，正式の立法機関以外の者の手になる草案である以上，これを法と呼ぶ
ことはできない。しかし，中国ではこうしたいまだ内部的準則にとどまっ
ている草案を試験的に実施し，その中で法案を練りあげていくという手法
がしばしばとられる。因みに，補七条①の司法解釈は補二条①②の文言の
引き写しであり，また，1982年から85年にかけての不法所得に対して懲役
刑の判決を下すという事例（かかる行為を処罰する正式の法律＝補二＋条は一
九八八年に制定され，しかもその施行は公布時よりと明記されている）も，補六
条を前提にしなければ理解できない（この事例については拙文「中国刑事法に
おける表の世界と裏の世界」杉山晴康編『裁判と法の歴史的展開』敬文堂，1992
年を参照のこと）。
　（4）　中国における横領罪の特色の一っは，犯罪の主体を「国家工作
要員」という特定の身分に限定している点にある（その立法理由については
前述）。しかし，この限定化ははやくも補二条によって緩和されている。す
なわち同条①項でもって，国家工作要員の他に，「集団経済組織要員および
その他の，公共財物の経手，管理員（『経手』とは職務の執行により公共財物を
現場で受け取り，あるいは現場で相手方に引き渡す地位にある者のことで，買い
付け員や販売員がそれにあたり，『管理員』とは具体的財物を保管する職権を負う
者のことで，出納・保管員等がそれに該当する。王作富『中国刑法研究』631－632
頁）」が横領罪の適用対象者とされ，さらに同条②項でもって「国家機関，　＿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　六団体．企業・事業単位の委託を受けて公務に従事する要員」も「横領罪を
もって処断する」とされている。問題はこの①項と②項の違いである。こ
の点については次のような指摘が参考となる。「（②項に比べて①項のほうが）
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　　　主体の範囲が拡大されている。後者（＝①項）の場合には，国家機関，企業・
　　　事業単位，人民団体の委託を受けて公務に従事する要員の他に，法律的な
　　　方途，経済取引，生産服務過程で生じた公共財物の経手・管理をなし，特
　　　定の職務を負担する要員も含まれる。具体的には（イ）国営・集団経済組
　　　織を請け負う個人，組合。（ロ）個人，組合が請け負う国営，集団経済組織
　　　を『転包』（またうけ）している個人，組合。（ハ）国営，集団経済組織を請
　　　け負い，または転包している個人，組合が自ら聰用している管理要員。（二）
　　　国営，集団経済組織をリースする個人，組合。（ホ）経済取引において種々
　　　の契約関係に基づいて生じる公共財物を経手する個体経営者。（へ）国営，
　　　集団経済組織が臨時に雇用した，公共財物を経手・管理する要貝。（ト）業
　　　務の分業，行政慣習によって形成される，生産に従事する過程で公共財物
　　　を経手・管理する要員等が含まれる。」（蒋衛平「浅談“其他経手，管理公共財
　　　物的人員”」，『法学』1988年第8期，24－25頁）。その後の経過をみると，この
　　　補二条①は88年の横領罪補充規定（補＋八条）によって正式に立法化され，
　　　他方，補二条②は公金流用行為に対する処罰の要件として補十四条の両高
　　　による司法解釈に生かされている。補二十二条は補二条①，補十八条の具
　　　体的例示として理解すればよい。（なお，前掲蒋論文は補＋五条から補＋入条へ
　　　の変化として把握しているが，むしろ補二条の正式立法化一そのさい補二条②
　　　を切り離すかたち一として理解すべきである。補十五条は公金流用行為を対象
　　　としており，横領罪そのものとは犯罪類型を異にする。）
　　　　ところで，155条における犯罪の客体は「公共の財物」の保護であるが，
　　　前掲蒋論文にもあるように，企業形態の多様化に伴い，どの範囲が「公共
　　　の財物」に属するか判定が困難な事態が出現している。補十一条はこうし
　　　た問題に対処するための司法解釈であるが，「生産資料，資金」の「基本」
　　　部分をどのように判断するのか，なお基準は曖昧のままである。この間題
＿　　　に関する参考文献としてとりあえず周其華『厳重経済犯罪与厳重刑事犯罪
五　　　的認定和処理』（中国政法大学出版社，1991年，12－18頁），陳輝「承包企業中
　　　貧汚罪，榔用公款罪的界定」（『政治与法律』1992年第2期，43－45頁），底暁平・
　　　童志興「承包経営中貧汚案件的審理」（『法学』1992年第6期，25－27頁），拙
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稿「経済改革と中国刑法」（針生誠吉・安田信之編『中国の開発と法』アジア経
済研究所，1992年，89－94頁）等を掲げておく。
　なお，南京市では80年代になって，横領案件が増大し，しかも横領犯人
中，非国家工作要員による犯罪が国家工作要員のそれを上回ってきている
との報告がなされている。同報告によれば，「82年の横領罪の被告人の身分
が労働者（「工人」），農民である者が国家工作要員に比べて33．3パーセント
多く，83年では71．4パーセント，84年では162．5パーセント，85年では41．
4パーセント多くなっている」という　（史有勇・李建民r対個人承包中貧汚罪
主体的探討」『中国法学』1987年第1期，43頁）。参考までに記しておく。ただ
し労働者・農民が横領罪の適用対象になり得るのか，争いがある。横領罪
成立の要件をなす「職務上の立場を利用する」という範囲に，労働者や農
民などの生産労働も含まれるかどうかによって，その結論は異なってくる。
両者を唆別する立場からすると，農民や労働者に対しては窃盗罪（または詐
欺罪）の成立しか認めることができないということになる（例えば王作富『中
国刑法研究』628頁はこの立場をとる）。また前掲補二十二条の2も横領罪の成
立を認めない。
　会社法の罰則部分をなす補三十一条は155条の特別法をなす。ここでは会
社財産に対する横領行為は一律に「侵占」罪として構成され，貧汚罪のよ
うにもはや主体，客体面での上述のような議論をする必要はなくなった・
　　（5）　横領罪の修正過程の中で，公金流用罪や不法所得罪といった新
たな犯罪類型の立法化がはかられた。正式に公金流用罪が制定されるのは，
補二十条においてであり，当条の原型をなした82年8月13日の全人代常務
委員会法制工作委員会機関党組の草案（補四条），およびその後の補十条，
補十五条，補十六条，補十七条はいずれも横領罪を準用する段階にとどま
っている。補二十条によって公金流用罪が新設された結果，既存の特定物
流用罪（刑法126条）は本罪へ吸収され，死文化することになった。刑法126　＿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四条と補二十条を比べると，後者は著しく量刑が引き上げられている。補二
十条以後の公金流用罪（仮に新法とする）と，補十七条までの横領罪準用規
定（旧法とする）とでは以下のような違いが認められる。①旧法は六ヵ月の
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　　　期限を犯罪構成要件とするのに対して，新法は三ヵ月とする。②旧法は正
　　　当な営利活動のための流用行為は罪に問わないのに対して，新法は一律に
　　　罪に問う。③旧法は公金を流用して不法活動を行い，その額が比較的多額
　　　にのぼる場合にはじめて犯罪となる。しかも事件発覚以前にそれを返還し
　　　たときは軽きに従い，または減軽処罰できる。それに対して新法は1不法
　　　活動を行なったときは一律に罪に問う。額の多少による減軽減免の別はな
　　　い。④旧法は，流用額が比較的多額で六ヵ月に達するも，発覚以前に返還
　　　したときは，一般的には犯罪をもって処断しない。新法は流用額と期間が
　　　基準に達していれば，たとえ発覚以前に返還しても犯罪を追及する。⑤旧
　　　法は，流用額が巨額であっても，発覚以前に返還し，且つ国家・集団に対
　　　する損失が大でないときは，一般に犯罪をもって処断しない。新法での「情
　　　状重大」には巨額の状況も当然含まれるので，これらの行為は赦免の対象
　　　にはならない。⑥旧法は，発覚後，積極的に返還し，国家・集団に対する
　　　損害が大でないときは，軽きに従うか，減軽，または処罰を免除しなけれ
　　　ばならない（することができるではない）。新法は，こうした情状を具えた犯
　　　罪については軽きに従うことができるだけである。⑦旧法は，流用額が特
　　　に巨額で，情状が特に重大な者は，無期懲役に処すことができ，個別的に
　　　は国家と人民に対する危害が特に重大な場合は，死刑に処すこともできる。
　　　新法中の「情状重大」（これには「巨額」も含まれる）は，重きに従い処断す
　　　ることの根拠をなしているが，「満貰」でも懲役15年にとどまる（以上のま
　　　とめは朱亜浜「談梛用公款案的“準拠法”」，『法学』1991年第2期，27－28頁によ
　　　る）。なお，補三十二条はこの公金流用罪の特別法をなす。
　　　　（6）　さきに「補十五，十六，十七条はいずれも横領罪を準用する段
　　　階にとどまっている」と述べたが，こうした司法解釈による準用行為につ
　　　いては以下のような批判がある。「公金流用行為について横領罪をもって処
＿　　断するのは立法上の根拠を欠く。わが国の刑法は126条の［特定物の流用］
一　　以外は一般の公金公物流用行為を犯罪として規定していない。刑法が犯罪
　　　行為と認めていないのに，これを犯罪として処断するのは，立法間題に立
　　　ち入ることである。この立法行為は全人代常務委員会だけが刑法に対して
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修正，補充，または立法解釈の方式でもって解決する権限を有している。
司法解釈をもって立法解釈に代替したり，さらに刑事立法に替えたりする
ことは，適切ではない。したがって，両高の解答…　　の規定はただ経済
犯罪との闘争の中での応急の策にすぎない」（馬麗莉「増設梛用公款公物的探
討」，『法学』1986年第11期，33頁）。「立法上の根拠」がなくても，「応急の策」
としてならば許されるということであろうか。もっとも，補十五条，十六
条，十七条の司法解釈は補四条に由来し，補四条をそのうちに含む82年8
月の「横領罪・賄賂罪処罰に関する補充規定（草案）」は，内部的に試行す
ることを義務づけられていたのであるから，司法解釈者の側にはたして「立
法上の根拠を欠く」との意識をもっていたかはなはだ疑問である。草案は
法ではないとの意識が中国でどこまで確立しているか疑問だからである。
　（7）　補十八条②は補入条における共犯規定の修正をなす。補八条で
は非身分者が主犯であるときは横領罪の成立は認められないが，補十入条
②では，非身分者が主犯であれ，従犯であれ，横領行為の事実さえあれば
一律に横領罪の共犯で処断することになった。例えば共同犯罪案件中の国
家工作要員甲が一般人民乙と結託して，その職務上の立場を利用して公共
財物を窃盗し，乙が主犯であれば，補八条では窃盗罪の共犯として処断さ
れるが，補十八条では一律に横領罪の共犯として処断される。拙稿総則編
共犯の箇所の記述の不備を補っておきたい。
　（8）　横領罪に関しては「反負汚賄賂法」制定の動きと関連して変容
の可能性がある。人民日報（海外版）の記事によれば「本日（＝12月6日）
反貧汚賄賂法が北京で開催された全国検察長会議において討論にかけられ
た。…　　最高人民検察院反貧汚賄賂法研究起草工作指導小組組長は・・
特別法を制定の意向。草案は挙法，予防の両章を設けている」（1991年12月
7日，第1面）との指摘がなされていたが，現在のところまだ具体化されて
いないようである。むしろ，横領罪の質的転換ということで重要なのは，　＿
93年末に制定された会社法（補二十九条，補三十条），および同法中刑事責任　一
の部の補充を意図して95年2月に制定された「会社法違反の犯罪を処罰す
る全人代常務委員会の決定」中の規定（補三＋一条～三＋三条）である。本
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注冒頭で記しておいたように，横領罪の立法化にさいしては現行の「貧汚
罪」としてではなく，「侵占罪」として規定する案が存在していた。それが
実現しなかったのはひとえに70年代末までの中国経済が統制的公有制経済
を採用していたことによる。公有制経済を基礎とする限り，国営（国有）企
業および集団所有制企業の財産だけを対象としておけばよいのであるか
ら，現行の155条の規定で十分であった。ところが，このたび制定された会
社法では，その会社の実態がかりに従来の国有企業に由来するといっても，
特に所有制の別（国有か，集団所有か，それとも私有か）を想定していない。
有限会社・有限株式会社であればいかなる会社であれ，その財産を横領す
る行為を一律に処罰する必要が生じるわけである。もはや財産が公有であ
るかどうかを問うことなく横領罪の成立を論ずる段階に中国経済が入った
ことをこの侵占罪の規定は意味している。ただし補三十三条に注意する必
要がある。有限会社・株式有限会社いずれもすでに国家行政機関から完全
に分離独立した組織であり，国家工作要員が「職務上の立場を利用して」
当該会社の財産を横領するという事態はありえないとの考えからすると，
補三十三条は不可解な規定である。しかし，現在の中国の会社が国家行政
諸部門から完全に分離独立していないとすると，不可解ではない。会社財
産に対する国家の所有権を規定する会社法四条の理解とかかわってくる。
公私財物故意損壊罪
156条「公私財物を故意に損壊し，情状が重大な者は，
拘役または罰金に処す。」
3年以下の懲役，
　　一　武器装備または軍事施設を破壊した者は，3年以下の懲役または
＿　　拘役に処す。重要な武器装備または重要な軍事施設を破壊した者は，
一　　3年以上10年以下の懲役に処す。情状が特に重大な者は，10年以上の
　　有期懲役，無期懲役または死刑に処す。戦時においては重きに従い処
　　断する。（81年6月10日全人代常務委員会r軍人職責違反処罰暫定条例」＋二条）
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二　他人が養殖する水産物を盗み取りまたは奪取し，他人の養殖水質
（「水体」）を汚染し，養殖施設を破壊し，その額が比較的多額にのぼ
り，情状が重大な者は，刑法151条または156条の規定によって個人ま
たは単位の直接責任者に対して刑事責任を追及する。（86年1月20日全人
代常務委員会「漁業法」二九条）
三　本法規定に違反して，いまだ採鉱許可証を得ることなく勝手に採
鉱した者，国家規画の鉱区，国民経済に重要な価値を有する鉱区，お
よび他人の鉱区に勝手に入り採鉱した者は，採掘を停止させ，損害を
賠償させ，採掘した鉱物および違法所得を没収し，あわせて罰金を徴
収することができる。拒否して採鉱を停止せず，鉱物資源を破壊した
者は，刑法156条の規定により直接責任者に対して刑事責任を追及す
る。（86年3月19日全人代常務委員会「鉱物資源法」三九条〉
四　許可された鉱区の範囲を超えて採掘した者は，本鉱区に戻って採
掘するように命じ，損害を賠償させ，越境して採掘した鉱物および違
法所得を没収し，あわせて罰金を科すことができる。拒否して本鉱区
内に戻らず，鉱山資源を破壊した者は，採掘許可証を取り上げ，刑法
156条の規定により刑事責任を追及する。（同上，四＋条）
五　郵便ポスト等の郵政の公共施設を故意に損壊すると，中華入民共
和国治安管理処罰条例の規定によって処罰する。情状が重大な者は，
刑法156条の規定によって刑事責任を追及する。（86年12月2日全人代常務一
委員会「郵政法」三八条）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O
六　営利的生産を行い，規定に違反して成長中の林木を損壊し，情状
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が重大な者は，その犯罪行為の特徴によって，それぞれ刑法125条また
は156条の規定によって犯罪を確定し処罰する。（87年9月5日両高r林木
盗伐・乱伐案件処理についての法適用上のいくつかの問題に関する解釈」（一））
??
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